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旧 新 

彦根長浜都市計画都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針の変更（ 滋賀県決定）  

都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針を次のよ う に変更する 。  

 

 

１ ．  都市計画の目標 

１ －１  基本的事項 

( 1)  目標年次 

方針の策定に当たり 、 平成 22 年を基準年と し て、 おおむね 20 年後の都市の姿を展望し つつ、 今後おおむ

ね 10 年間の都市計画の基本的方向を定める も のと する 。 なお、 区域区分の有無については基準年よ り  15 年

後の平成 37 年の将来予測を行った上で定め、 また、 具体の事業についてはおおむね 10 年以内に整備する も

のを目標と する 。  

 

 

 

( 2)  都市計画区域の範囲およ び規模 

本都市計画区域の範囲およ び規模は、 次のと おり である 。  

区 分 市 町 名 範 囲 面 積 

彦根長浜 

都 市 計 画

区 域 

彦根市 行政区域から 琵琶湖を除く 全域 約 9,828ha 

長浜市 行政区域の一部 

（ 琵琶湖を除く 合併前の長浜市の全域）  

約 4,550ha 

米原市 行政区域の一部 

（ 琵琶湖を除く 合併前の米原町およ び

近江町の一部）  

約 1,848ha 

多賀町 行政区域の一部 約 2,230ha 

 合 計 約 18,456ha 

※琵琶湖の風致地区指定区域は、 本都市計画区域に含む。  

※表中、 長浜市の範囲における 合併は、 平成 18 年２ 月 13 日の合併をいう 。  

 

( 3)  その他 

本県東北部圏域では、 市町村合併後の各市町のまちづく り を円滑に進める こ と ができ る よ う に、 都市計画区

域の再編を行った。  

本方針の実現にあたっては、 住民・ 企業・ 行政等の協働によ り 進めていく も のと する 。  

 

彦根長浜都市計画都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針の変更（ 滋賀県決定）  

都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針を次のよ う に変更する 。  

 

 

１ ． 都市計画の目標 

１ －１  基本的事項 

( 1)   目標年次 

方針の策定に当たり 、 令和 2 年を 基準年と し て、 おおむね 20 年後の都市の姿を展望し つつ、 今後おおむね 10

年間の都市計画の基本的方向を定める も のと する 。 なお、 区域区分の有無については基準年よ り 15 年後の令和

17 年の将来予測を行った上で定め、 また、 具体の事業についてはおおむね 10 年以内に整備する も のを目標と す

る 。  

 

( 2)   都市計画区域の範囲およ び規模 

本都市計画区域の範囲およ び規模は、 次のと おり である 。  

区 分 市 町 名 範 囲 面 積 

彦根長浜 

都市計画区域 
彦根市 行政区域から 琵琶湖を除く 全域 約 9, 828ha 

長浜市 
行政区域の一部 

（ 琵琶湖を除く 合併前の長浜市の全域）  
約 4, 550ha 

米原市 

行政区域の一部 

（ 琵琶湖を 除く 合併前の米原町およ び

近江町の一部）  

約 1, 848ha 

多賀町 行政区域の一部 約 2, 230ha 

合 計 約 18, 456ha 

※琵琶湖の風致地区指定区域は、 本都市計画区域に含む。  

※表中、 長浜市の範囲における合併は、 平成 18 年2月13 日の合併をいう 。  

 

( 3)   その他 

本県東北部圏域では、市町村合併後の各市町のまちづく り を円滑に進める こ と ができ る よ う に、都市計画区域

の再編を行った。  

本方針の実現にあたっ ては、 住民・ 企業・ 行政等の協働によ り 進めていく も のと する 。  
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 （ 4）  決定・ 変更年月日 

・ 当初決定 平成 16 年 5 月 14 日  

・ 変更   平成 19 年 3 月 14 日 

・ 変更   平成 24 年 3 月 28 日 

・ 変更   平成 28 年 12 月 28 日 

・ 変更   令和●年●月●日 
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旧 新 

１ －２  都市づく り の基本理念 

( 1)  区域の現況 

本都市計画区域は、 滋賀県の東北部に位置し 、 彦根市、 長浜市の一部、 米原市の一部およ び多賀町の一部の

３ 市１ 町で構成さ れている 。  

西に琵琶湖、 東に伊吹山系・ 鈴鹿山系をひかえ、 その間を姉川、 天野川、 芹川、 犬上川、 宇曽川、 愛知川等

の諸河川が流れる と 共に、 そこ に広がる 平地・ 台地部等に市街地が形成さ れている 。 ま た、 古く から 交通の要

衝であり 、 北国街道、 中山道等の結節点と し て歴史的にも 国家的な重要な位置と し て、 多く の人・ 物・ 情報が

集ま り 、 彦根城をはじ めと する 優れた歴史・ 文化環境が生み出さ れてき た。  

ま た、 今日においても 、 京阪神圏、 中京圏およ び北陸圏の三経済圏の接点に位置する こ と から 、 国土幹線軸

上重要な位置を占めている 。 こ のよ う な状況において、 名神高速道路彦根イ ンタ ーチェ ンジおよ び北陸自動車

道長浜イ ンタ ーチェ ンジ、 一般国道８ 号、 21 号、  306 号、 307 号およ び 365 号なら びにＪ Ｒ 東海道新幹線

米原駅、 Ｊ Ｒ 東海道本線、 Ｊ Ｒ 北陸本線およ び近江鉄道等の広域交通基盤等が整備さ れ、 滋賀県東北部の交通

の要衝と し ての役割を果たし ている 。 さ ら には、 周辺都市計画区域を含む琵琶湖東北部地方拠点都市地域でも

あり 、 内陸型工業の立地や観光産業等商業施設の集積も みら れる 。  

 

 

 

( 2)  区域の課題 

こ のよ う な地域特性を持つ本区域において以下の課題がある 。  

①「 暮ら し やすい」 まちと し ての生活環境の維持 

我が国では、 こ れまで物質的な豊かさ や効率性を中心と し たまちづく り を進めてき たが、 国民生活の質的な

面から 見る と 必ずし も 豊かさ を実感でき ない状況にある 。 そう し た中で、 本区域では「 住みやすい」 、 「 暮ら

し やすい」 と 住民が評価し ている 割合が他と 比べ高いこ と は重要であり 、 今後も 、 こ う し た生活環境を維持す

る ためのまちづく り を すすめる こ と が求めら れている 。  

 

 

 

②優れた立地・ 交通環境と 文化・ 学術研究環境の活用 

本区域は、 高速交通体系の整備状況等から 、 広域交通のポテンシャ ルは既に相当高く なっている 。 また、 国

宝の彦根城をはじ め、 貴重な歴史・ 文化資源が数多く あり 、 こ れら の地域資源は十分に活かさ れている 状況に

なく 、 その有効活用が課題と なっ ている 。 こ のよ う な中、 平成 36 年に本県で開催さ れる 国民体育大会の主会

場地と し て、 県立彦根総合運動場が選定さ れたこ と から 、 こ れら 地域資源を生かし た文化・ ス ポーツの拠点と

し ての整備が求めら れている 。 整備にあたっては、 金亀公園を拡大し 、 既存の文化・ 歴史遺産を活かし 、 健

康・ 運動などのレク リ エーショ ンも 併せた総合公園と し て整備を予定し ている 。  

 

 

 

 

１ －２  都市づく り の基本理念 

( 1)   区域の現況 

本都市計画区域は、 滋賀県の東北部に位置し 、彦根市、 長浜市の一部、 米原市の一部およ び多賀町の一部の３

市１ 町で構成さ れている 。  

西に琵琶湖、 東に伊吹山系・ 鈴鹿山系をひかえ、 その間を姉川、 天野川、 芹川、 犬上川、 宇曽川、 愛知川等の

諸河川が流れる と 共に、 そこ に広がる 平地・ 台地部等に市街地が形成さ れている 。また、古く から 交通の要衝で

あり 、 北国街道、 中山道等の結節点と し て歴史的にも 国家的な重要な位置と し て、 多く の人・ 物・ 情報が集ま

り 、 彦根城をはじ めと する 優れた歴史・ 文化環境が生み出さ れてき た。  

ま た、 今日においても 、京阪神圏、中京圏およ び北陸圏の三経済圏の接点に位置する こ と から 、 国土幹線軸上

重要な位置を占めている 。 こ のよ う な状況において、 名神高速道路彦根イ ンタ ーチェ ンジ、 多賀ス マート イ ン

タ ーチェ ンジおよ び北陸自動車道長浜イ ンタ ーチェ ンジ、 一般国道８ 号、 21 号、 306 号、 307 号およ び 365 号な

ら びにＪ Ｒ 東海道新幹線米原駅、 Ｊ Ｒ 東海道本線、 Ｊ Ｒ 北陸本線およ び近江鉄道線等の広域交通基盤等が整備

さ れ、 滋賀県東北部の交通の要衝と し ての役割を果たし ている 。 さ ら には、 周辺都市計画区域を含む琵琶湖東

北部地方拠点都市地域でも あり 、 内陸型工業の立地や観光産業等商業施設の集積も みら れる 。  

 

( 2)   区域の課題 

こ のよ う な地域特性を持つ本区域において以下の課題がある 。  

①「 暮ら し やすい」 ま ちと し ての生活環境の維持 

我が国では、 こ れまで物質的な豊かさ や効率性を中心と し たま ちづく り を進めてき たが、 国民生活の質的

な面から 見る と 必ずし も 豊かさ を実感でき ない状況にある 。そう し た中で、 本区域では「 住みやすい」、「 暮ら

し やすい」 と 住民が評価し ている 割合が他と 比べ高く 、 今後も こ う し た生活環境を維持する ため、 低密度な

拡散型の都市構造から 、 既存のス ト ッ ク を活かす視点を重視し 、 持続可能で質の高い都市構造への転換をす

すめる こ と が求めら れている 。  

 

②優れた立地・ 交通環境と 文化・ 学術研究環境の活用 

本区域は、高速交通体系の整備状況等から 、広域交通のポテンシャ ルは既に相当高く なっている 。 また、 国

宝の彦根城をはじ め、 貴重な歴史・ 文化資源が数多く ある が、 こ れら の地域資源は十分に活かさ れている 状

況になく 、 その有効活用が課題と なっ ている 。 こ のよ う な中、 令和７ 年に本県で開催さ れる 国民ス ポーツ大

会およ び全国障害者ス ポーツ大会の主会場地と し て、 県立彦根総合運動場が選定さ れたこ と から 、 こ れら 地

域資源を生かし た文化・ ス ポーツの拠点と し ての整備が進めら れている 。 整備にあたっては、 金亀公園を拡

大し 、 既存の文化・ 歴史遺産を活かし 、 主会場の施設基準を満たす第１ 種陸上競技場等を備え、 健康・ 運動な

どのレク リ エーショ ンも 併せた都市公園「 彦根総合ス ポーツ公園」 の整備が進めら れている 。  
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旧 新 

③既成市街地の再生 

本区域では、 彦根城の南東側や長浜城の東側に古く から の市街地が形成さ れている も のの低・ 未利用地が残

っており 、 ま た、 商店街では活力低下も みら れる 。それら の地域の高齢化率は 20. 8%～26. 3%（ 平成 22 年調査）

と 高齢化が進んでおり 、 こ のよ う な既成市街地の再生に取り 組むこ と が求めら れている 。  

 

④豊かな自然環境と の共生 

本区域は、 生物の多様性から も 貴重な学術的価値を持ち、 世界でも 屈指の古い歴史を持っ た琵琶湖に面する

だけでなく 、 そこ に注ぎ込む河川やその源にあたる 森林等の懐の深い自然環境に包まれており 、 こ れら をいか

に保全・ 活用し ていく かが求めら れている 。  

 

⑤広域的な都市拠点の形成と バラ ンス のと れた地域発展の実現 

本区域は、 独立性の高い経済圏・ 文化圏を形成し てき ており 、 なかでも 中心都市である 彦根市、 長浜市は、 市

の中心部に人口や産業が集積し ており 、 広域的な都市拠点と し ての役割を担っている 。 し かし 、 一方では中心

部を除く 周辺地域においては人口減少が進んでおり 、 区域内で格差が生じ ている 。こ のため、 道路に限ら ず、鉄

道、バス 等の交通体系の整備を進める など し て、区域内外と の交流・ 連携を強化し ながら 、区域全体のバラ ンス

のと れた発展が求めら れている 。  

 

 

 

（ 3） 基本理念 

こ のよ う な地域の課題を踏まえ、 都市づく り の基本理念を以下のよ う に設定する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○都市機能の集約化を取り 入れたま ちづく り  

少子・ 高齢社会に対応でき る よ う 、 公共交通を軸と し た歩いて暮ら せる まちづく り を推進する と と も に、「 滋

賀県持続可能な滋賀社会づく り ビ ジョ ン（ 平成 20 年 3 月策定）」 に基づき 、 過度な自動車利用を抑えた低炭

素社会を実現さ せる ため、 都市機能の集約化を取り 入れたまちづく り を目指す。 また人口減少社会の課題であ

る「 持続可能な都市経営の確保」 に向けて、居住に関連する 施設の誘導およ び連携し た公共交通の施策（ コ ンパ

ク ト シティ ＋ネッ ト ワ ーク ） の考え方を取り 入れたま ちづく り を目指す。  

 

 

③既成市街地の再生 

本区域では、 彦根城の南東側や長浜城の東側に古く から の市街地が形成さ れている も のの低・ 未利用地が

残っており 、 また、 商店街では活力低下も みら れる 。 それら の地域の高齢化率は 25. 2％～36. 2％（ 令和 2 年

調査） と 高齢化が進んでおり 、 こ のよ う な既成市街地の再生に取り 組むこ と が求めら れている 。  

 

④豊かな自然環境と の共生 

本区域は、 生物の多様性から も 貴重な学術的価値を持ち、 世界でも 屈指の古い歴史を持った琵琶湖に面す

る だけでなく 、 そこ に注ぎ込む河川やその源にあたる 森林等の懐の深い自然環境に包ま れており 、 こ れら を

いかに保全・ 活用し ていく かが求めら れている 。  

 

⑤広域的な都市拠点の形成と バラ ンス のと れた地域発展の実現 

本区域は、 独立性の高い経済圏・ 文化圏を形成し てき ており 、 なかでも 中心都市である 彦根市、 長浜市は、

市の中心部に人口や産業が集積し ており 、 広域的な都市拠点と し ての役割を担っている 。 一方で、 米原市の

JR 東海道新幹線米原駅周辺は、 滋賀県の東の玄関口と し て広域的な都市拠点と し ての役割を有し ている も の

の、 十分にその役割が発揮でき ていないこ と や、 市町の中心部を除く 周辺地域においては人口減少が進んで

おり 、 区域内で格差が生じ ている 。 そのため、 区域全体のバラ ンス のと れた発展が求めら れている 。  

 

( 3)   基本理念 

本県では安全・ 安心な生活や経済活動を支える ため、 概ね 20 年後を見据えた都市計画の基本的な方針や広域

的な方向性を示し た「 滋賀県都市計画基本方針」 を令和４ 年３ 月に策定し たと こ ろである 。  

基本方針では、 低密度な拡散型の都市構造から 、 既存ス ト ッ ク を活かす視点を 重視し 、 持続可能で質の高い

都市構造への転換を目指すこ と と し ており 、 自然を活かし ながら 、住み、 働き 、憩う ために必要と なる 様々なサ

ービス 機能が集積し た多様な拠点を形成し 、 それら を公共交通で結ぶ「 拠点連携型都市構造」 を示し ている 。  

「 拠点連携型都市構造」 の実現によ り 、 拠点に都市機能や居住を誘導し 、人口集積が高まる こ と で、公共交通

の利用者が増加し 、 公共交通の利用促進・ 利便性の向上が可能と なる 。 こ れら 都市計画と 公共交通の連携し た

取組にて、 好循環を生み出し 、 誰も が暮ら し やすい安全・ 安心な活力ある 県土の形成を目指す。  

こ れら 基本的な方針や広域的な方向性およ び本区域の課題を踏ま え、 都市づく り の基本理念を以下のよ う に

設定する 。  

 

○都市機能の集約化を取り 入れたまちづく り  

少子・ 高齢社会に対応でき る よ う 、 公共交通を軸と し た、 歩いて暮ら せる ま ちづく り を推進する と と も に、

「 滋賀県基本構想「 変わる 滋賀 続く 幸せ」（ 平成 31 年 3 月策定）」 に基づき 、 誰も が暮ら し やすいコ ンパク

ト で移動・ 交流し やすいま ちづく り を 推進する ため、 自然環境が持つ多様な機能も 生かし ながら 、 生活や産

業を支える 、 災害などに強い強靭な社会イ ンフラ 整備・ 維持更新を着実に推進する 。  

また人口減少社会の課題である 「 持続可能な都市経営の確保」 に向けて、 社会構造の変化に対応し た地域

公共交通ネッ ト ワ ーク づく り と と も に、 低密度な拡散型の都市構造から 、 既存のス ト ッ ク を活かす視点を重

視し 、 持続可能で質の高い都市構造への転換を目指す。  

さ ら に、 市街地整備にあたっては、 地域の特性を活かし た快適でゆと り ある 居住空間の創出を目指す。  
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○暮ら し の“ 質” を重視し たまちづく り  

人々の価値観の変化を踏ま え、物質的な豊かさ や効率性に偏重し たま ちづく り ではなく 、精神的な豊かさ な

ど人々の暮ら し の“ 質” を重視する ま ちづく り を進める ため、世代を越えた交流や安全・ 安心への配慮などソ

フト ・ ハード の両面でゆと り を重視し たま ちづく り を図る 。  

 

 

 

○多様な地域資源を活かし たまちづく り  

彦根城や北国街道沿いのま ちなみ等を継承し た文化や歴史を大切にし たまちづく り 、琵琶湖や水路・ 河川な

ど水辺等の自然やそこ に生息する 生物と 共生でき る 潤いある ま ちづく り 、 国土幹線上の交通の要衝である 立

地条件を活かし た活力ある ま ちづく り 、 滋賀大学や滋賀県立大学、 長浜バイ オ大学、 聖泉大学等の学術研究機

関を活かし たまちづく り など 、 本区域の誇る 多様な地域資源を活かし たまちづく り を図る 。 さ ら に、 国体主会

場については国体開催中だけでなく 、 開催後も 世代を こ えて人々に愛着をも っ て利用さ れる 多様な機能を備

えた公園整備を図る 必要がある 。  

 

○既成市街地の元気を育むまちづく り  

彦根市における 夢京橋キャ ッ ス ルロ ード 整備によ る 城下町ら し い景観の再生や四番町ス ク エアを中心と し た

市街地の活性化、 長浜市における 第３ セク タ －黒壁によ る 北国街道の歴史的ま ちなみを 活かし たまちづく り な

ど、 既成市街地再生の取り 組みが進めら れ てき た。 こ う し た市民主導の取り 組みを生かし つつ少子高齢の社会

構造の変化に対応し 、 観光産業の振興にも 寄与する ため、 全ての人に優し いま ちと なる よ う 美し さ やユニバー 

サルデザイ ンなどに配慮し ながら 、 既成市街地の元気を育むまちづく り を図る 。  

 

 

 

 

 

○環境と の良好な調和を図る まちづく り  

本都市計画区域の豊かな自然環境を責任を持って次世代に引き 継げる よ う 、 その価値に留意し ながら 開発す

る と こ ろと 保全する と こ ろを区別する と と も に、開発を進める 場合においても 、既存施設をなる べく 利用する な

ど環境への負荷を極力抑えたま ちづく り を図る 。  

 

 

○区域内でのバラ ンス の良い発展を支える まちづく り  

本区域の中心都市の拠点都市機能を強化し 、自立性を 高める 一方で、周辺市町の有する 多様な魅力の強化を図

る 。 あわせて、 交通基盤整備等によ り 区域住民が各市町の異なる 魅力を享受し やすく なる 環境を整える こ と で、

よ り 活発な交流を育み、 バラ ンス よ く 発展でき る ま ちづく り を図る 。  

○暮ら し の“ 質” を重視し たま ちづく り  

人々の価値観の変化を踏ま え、物質的な豊かさ や効率性に偏重し たまちづく り ではなく 、精神的な豊かさ な

ど人々の暮ら し の“ 質” を重視する まちづく り を進める ため、世代を越えた交流や安全・ 安心への配慮など ソ

フト ・ ハード の両面でゆと り を重視し たま ちづく り を図る 。  

街路空間、 公園・ 緑地、 水辺空間、 都市農地、 民間空地など、 まちの様々な緑と オープンス ペース について、

グリ ーンイ ンフラ と し ての効果を戦略的に高める と と も に、 多様な利用形態に応じ て柔軟に活用を図る 。  

 

○多様な地域資源を活かし たま ちづく り  

彦根城や北国街道沿いのま ちなみ等を継承し た文化や歴史を大切にし たまちづく り 、琵琶湖や水路・ 河川な

ど水辺等の自然やそこ に生息する 生物と 共生でき る 潤いある ま ちづく り 、 国土幹線上の交通の要衝である 立

地条件を活かし た活力ある ま ちづく り 、 滋賀大学や滋賀県立大学、 長浜バイ オ大学、 聖泉大学等の学術研究機

関を活かし たま ちづく り など、 本区域の誇る 多様な地域資源を活かし たまちづく り を図る 。 さ ら に、 国ス ポ・

障ス ポ主会場については国ス ポ・ 障スポ開催中だけでなく 、開催後も 世代をこ えて人々に愛着をも って利用さ

れる 多様な機能を備えた公園整備を図る 必要がある 。  

 

○既成市街地の元気を育むまちづく り  

彦根市における 夢京橋キャ ッ ス ルロ ード 整備によ る 城下町ら し い景観の再生や四番町ス ク エアを 中心と し

た市街地の活性化、 長浜市における 第３ セク タ ー黒壁によ る 北国街道の歴史的ま ちなみを活かし たま ちづく

り など、 既成市街地再生の取り 組みが進めら れてき た。  

こ う し た市民主導の取り 組みを生かし つつ少子高齢の社会構造の変化に対応し 、 観光産業の振興にも 寄与

する ため、全ての人に優し いま ちと なる よ う 美し さ やユニバーサルデザイ ンなどに配慮し ながら 、既成市街地

の元気を育むま ちづく り を図る 。  

地域活力の向上・ ま ちなかのにぎわいを創出する ため、 官民のパブリ ッ ク 空間（ 道路、 公園、 広場、 民間空

地等） をウ ォーカブルな人中心の空間へ転換し 、 民間投資と 共鳴し ながら「 居心地が良く 歩き たく なる 」 まち

づく り の推進を図る。  

 

○環境と の良好な調和を図る ま ちづく り  

本都市計画区域の豊かな自然環境を 責任を持っ て次世代に引き 継げる よ う 、 その価値に留意し ながら 開発

する と こ ろと 保全する と こ ろを区別する 。 また、 開発を進める 場合においても 、 既存施設をなる べく 利用する

と と も に、温室効果ガス の排出抑制や再生可能エネルギーの導入など、低炭素社会の実現に向けた取組を行う

など、 環境への負荷を極力抑えたまちづく り を図る 。  

 

○区域内でのバラ ンス の良い発展を支える まちづく り  

本区域の中心都市の拠点都市機能を強化し 、自立性を高める 一方で、周辺市町の有する 多様な魅力の強化を

図る と と も に、 市町の広域的な連携を 促進し 、 効率的な施設配置、 災害への連携し た対応等の取組の推進を図

る 。 あわせて、 交通基盤整備等によ り 区域住民が各市町の異なる 魅力を享受し やすく なる 環境を整える こ と

で、 よ り 活発な交流を 育み、 バラ ンス よ く 発展でき る ま ちづく り を図る 。  
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 図 将来都市構造のイ メ ージ 
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２ ． 区域区分の決定の有無およ び区域区分を定める 際の方針 

 

２ －１  区域区分の決定の有無 

本都市計画区域は、前述のと おり 広域交通の利便性が極めて高く 、内陸型工業の適地等と し て発展し てき た区

域である 。  

そのため、 昭和 46 年に市街化区域およ び市街化調整区域の区域区分を定め、 自然公園法（ 昭和 32 年法律第 

161 号）、 農業振興地域の整備に関する 法律（ 昭和 44 年法律第 58 号） およ び森林法（ 昭和 26 年法律第 249 

号） 等の規定と 整合を図り つつ、 無秩序な市街化の防止と 計画的な市街地の形成に努め、 良好な市街地形成等を

進めてき たと こ ろである 。 本区域では、 Ｊ Ｒ 北陸本線が直流化さ れた一方で道路網が充実さ れる こ と によ り 、 今

以上に広域交通の利便性が高ま り 、引き 続き 土地利用ポテンシャ ルが高い地域である こ と から 、工業の進出等が

期待さ れる 。 こ のよ う なこ と から 、 今後も 農林漁業と の健全な調和を図り 、 自然環境に配慮し つつ、 土地利用の

誘導と 適正な制限のも と に都市の健全な発展と 秩序ある 計画的な市街化を図る 必要がある ため、今後も 、引き 続

き 区域区分を定める 。  

 

 

２ －２  区域区分の方針 

( 1)  目標年次の人口 

本都市計画区域の将来における おおむねの人口を次のと おり 想定する 。  

 

 

【 おおむねの人口】  

年 次 

区 分 

平成 22 年 

（ 基準年）  

平成 37 年 

（ 15 年後）  

都市計画区域内人口 195 千人 おおむね 189 千人 

市 街 化 区 域 内 人 口  141 千人 おおむね 143 千人 

※ 市街化区域内人口は、 保留さ れた人口を含む。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ． 区域区分の決定の有無およ び区域区分を定める 際の方針 

 

２ －１  区域区分の決定の有無 

本都市計画区域は、前述のと おり 広域交通の利便性が極めて高く 、内陸型工業の適地等と し て発展し てき た区

域である 。  

そのため、 昭和 46 年に市街化区域およ び市街化調整区域の区域区分を定め、 自然公園法（ 昭和 32 年法律第

161 号）、 農業振興地域の整備に関する 法律（ 昭和 44 年法律第 58 号） およ び森林法（ 昭和 26 年法律第 249 号）

等の規定と 整合を図り つつ、無秩序な市街化の防止と 計画的な市街地の形成に努め、良好な市街地形成等を進め

てき たと こ ろである 。  

本区域では、 令和５ 年度末における Ｊ Ｒ 北陸新幹線の金沢‐ 敦賀駅間の開業によ り 広域交通網が充実さ れる

こ と で、 今以上に広域交通の利便性が高まり 、 引き 続き 土地利用ポテンシャ ルが高い地域である こ と から 、 工業

の進出等が期待さ れる 。 こ のよ う なこ と から 、 今後も 農林漁業と の健全な調和を図り 、 自然環境に配慮し つつ、

土地利用の誘導と 適正な制限のも と に都市の健全な発展と 秩序ある 計画的な市街化を図る 必要がある ため、 今

後も 、 引き 続き 区域区分を定める 。  

 

２ －２  区域区分の方針 

( 1)   目標年次の人口 

本都市計画区域の将来における おおむねの人口を次のと おり 想定する 。  

 

【 おおむねの人口】  

年 次 

区 分 

令和 2 年 

（ 基準年）  

令和17年 

（ 15 年後）  

都市計画区域内人口 195 千人 おおむね 182 千人 

市 街 化 区 域 内 人 口  127 千人 おおむね 121 千人 

※ 市街化区域内人口は、 保留さ れた人口を含む。  
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( 2)  目標年次の産業規模 

 

本都市計画区域の将来における おおむねの産業規模を次のと おり 想定する 。  

【 おおむねの産業規模】  

年 次 

分 

平成 22 年 

（ 基準年）  

平成 37 年 

（ 15 年後）  

生

産

規 

模 

工業出荷額 11,937 億円 おおむね 12,661 億円 

 

商品販売額 

 

4,295 億円 

 

おおむね 4,657 億円 

就

業

構

造 

第一次産業 2.0 千人（  2.2％）  0.9 千人（  1.0％）  

第二次産業 31.9 千人（  36.6％）  29.3 千人（  33.7％）  

第三次産業 53.5 千人（ 61.2％）  56.9 千人（  65.3％）  

※ 工業出荷額は平成 22 年価格、 商品販売額は平成 19 年価格。  

※ 就業構造は、 行政区域内の常住地における 就業人口 

 

 

( 3)  目標年次における 市街化区域の規模 

本都市計画区域における 人口、 産業の見通し に基づき 、 かつ市街化の現況およ び動向を勘案し 、 既に市街化し

ている 区域およ び当該区域に隣接し 、 おおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る べき 区域を市街

化区域と する こ と と し 、 市街化区域のおおむねの規模を次のと おり 想定する 。  

 

【 市街化区域の規模】  

 平成 22 年 

（ 基準年）  

平成 37 年 

（ 15 年後）  

市 街 化 区 域 面 積 4,433 ha おおむね 4,440 ha 

 ※市街化区域面積は、 保留フレ ームに対応する 市街化区域面積を含ま ない。  

 

 

  

( 2)   目標年次の産業規模 

本都市計画区域の将来における おおむねの産業規模を次のと おり 想定する 。  

【 おおむねの産業規模】  

年 次 

区 分 

令和2年 

（ 基準年）  

令和17年 

（ 15 年後）  

生
産
規
模 

工業出荷額 20, 472 億円 おおむね 24, 657 億円 

商品販売額 4, 971 億円 おおむね 5, 274 億円 

就
業
構
造 

第一次産業 
3. 7 千人 

（ 2. 72％）  

1. 1 千人 

（ 1. 28％）  

第二次産業 
47. 5 千人 

（ 35. 00％）  

28. 6 千人 

（ 32. 20％）  

第三次産業 
79. 7 千人 

（ 58. 72％）  

56. 0 千人 

（ 62. 96％）  

※ 就業構造は、 行政区域内の常住地における 就業人口（ 平成 27 年）  

 

 

( 3)   目標年次における 市街化区域の規模 

本都市計画区域における 人口、 産業の見通し に基づき 、 かつ市街化の現況およ び動向を勘案し 、 既に市街化し

ている 区域およ び当該区域に隣接し 、 おおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る べき 区域を市街化

区域と する こ と と し 、 市街化区域のおおむねの規模を次のと おり 想定する 。  

 

【 市街化区域の規模】  

 令和2年 

（ 基準年）  

令和17年 

（ 15 年後）  

市 街 化 区 域 面 積 4, 435 ha おおむね4,505ha 

※ 市街化区域面積は、 保留フレームに対応する 市街化区域面積を含ま ない。  
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３ ． 主要な都市計画の方針 

基本理念で示し た６ 点の実現化に向け、 以下に主要な都市計画の方針を示す。  

 

３ －１  土地利用に関する 方針 

保全する 区域と 開発する 区域と を明確に区分し 、 土地利用を図る も のと する 。  

 

 

（ 1） 主要用途の配置の方針 

商業地では活気と 繁栄やアク セス の良さ 、 工業地では効率性、 住宅地では静けさ や安ら ぎと 利便性が重視さ

れる など、 それぞれの土地利用は果たすべき 役割や求めら れる 機能が異なる 。  

用途の配置については、 都市機能の集約化を進める こ と によ り その機能を維持増進する と と も に居住環境の

保護などを図る ため、 以下に示す主要用途の配置の方針およ び市町村の都市計画に関する 基本的な方針（ 市町

村マスタ ープラ ン） 等に基づき 、 商業地、 工業地、 住宅地などの適正な確保と 配置・ 誘導を図る 。  

 

 

①業務地 

彦根市およ び長浜市の中心部には、 現在既に市役所、 県地方機関、 税務署、 裁判所、 法務局出張所など の行

政機関や警察署、 消防署・ 消防本部その他の業務機能の集積が見ら れる 。 業務地は今後と も こ れら の地区を中

心に配置し 、 その集積を増進さ せる 。 また、 Ｊ Ｒ 米原駅を中心と する 業務地では、 研究交流拠点地区と し て開

発を促進し 、 その結節性機能の強化に努める 。  

 

 

②商業地 

ａ ） 中心商業地 

Ｊ Ｒ 彦根駅から 彦根城およ び芹川に至る 区域およ びＪ Ｒ 長浜駅周辺の区域は、 業務機能と あわせて本都市計

画区域の核をなす商業地を形成し ている 。 特に、 地域住民がアイ デアを出し た彦根市の「 夢京橋キャ ッ ス ルロ

ード 」 や「 四番町ス ク エア」 、 長浜市の「 黒壁ス ク エア」 は全国的に知名度が高く 歴史・ 文化を活用し た企

業・ 住民・ 行政の協働によ る ま ちづく り の商業地と し ての整備がなさ れてき たと こ ろである 。 今後も こ のよ う

な再整備などの基盤整備と 合わせた質の高い整備を促進し 、 本区域の中心商業地と し ての機能強化に努める 。  

 

 

ｂ ） 一般商業地 

彦根市と 長浜市の２ つの中心商業地を核と し て、 こ の補完的役割を果たす一般商業地を、 中心商業地周辺、

南彦根駅周辺、 主要幹線道路沿道およ び一般国道８ 号沿道等に、 区域全体の交流が活発になる よ う 配置する 。  

ま た、 多賀町の門前町と し て古く から 栄えている 多賀大社周辺地区や、 米原市のＪ Ｒ 米原駅周辺地区を はじ

め、 田村駅、 河瀬駅、 稲枝駅、 およ び近江鉄道鳥居本駅東地区についても 、 地域の中心と なる 一般商業地と し

て配置する 。  

なお、 米原市の坂田駅東側周辺およ び長浜市の田村駅東側周辺については、 住宅地開発と あわせて商業地区

を配置する 。  

 

 

３ ． 主要な都市計画の方針 

基本理念で示し た６ 点の実現化に向け、 以下に主要な都市計画の方針を示す。  

 

３ －１  土地利用に関する 方針 

保全する 区域と 開発する 区域と を明確に区分し 、 土地利用を図る も のと する 。  

 

( 1)  主要用途の配置の方針 

商業地では活気と 繁栄やアク セス の良さ 、 工業地では効率性、 住宅地では静けさ や安ら ぎと 利便性が重視さ

れる など 、 それぞれの土地利用は果たすべき 役割や求めら れる 機能が異なる 。  

用途の配置については、 都市機能の集約化を進める こ と によ り その機能を維持増進すると と もに居住環境の保護

などを図るため、 以下に示す主要用途の配置の方針および市町村の都市計画に関する基本的な方針（ 市町村マスタープラ

ン） 等に基づき、 商業地、 工業地、 住宅地などの適正な確保と 配置・ 誘導を図る。  

 

①業務地 

彦根市およ び長浜市の中心部には、 現在既に市役所、 県地方機関、 税務署、 裁判所、 法務局出張所などの行

政機関や警察署、 消防署・ 消防本部その他の業務機能の集積が見ら れる 。 業務地は今後と も こ れら の地区を中

心に配置し 、 その集積を増進さ せる 。  

また、 Ｊ Ｒ 米原駅を中心と する 業務地では、 研究交流拠点地区と し て開発を促進し 、 その結節性機能の強化

に努める 。  

 

②商業地 

ａ ） 中心商業地 

Ｊ Ｒ 彦根駅から 彦根城およ び芹川に至る 区域およ びＪ Ｒ 長浜駅周辺の区域は、業務機能と あわせて本都市計

画区域の核をなす商業地を形成し ている 。 特に、 地域住民がアイ デアを出し た彦根市の「 夢京橋キャ ッ スルロ

ード 」 や「 四番町ス ク エア」 、 長浜市の「 黒壁ス ク エア」 は全国的に知名度が高く 歴史・ 文化を活用し た企業・

住民・ 行政の協働によ る まちづく り の商業地と し ての整備がなさ れてき たと こ ろである 。今後も こ のよ う な再

整備などの基盤整備と 合わせた質の高い整備を促進し 、 本区域の中心商業地と し ての機能強化に努める 。  

 

ｂ ） 一般商業地 

彦根市と 長浜市の２ つの中心商業地を核と し て、 こ の補完的役割を果たす一般商業地を 、 中心商業地周辺、

南彦根駅周辺、 主要幹線道路沿道およ び一般国道８ 号沿道等に、 区域全体の交流が活発になる よ う 配置する 。 

また、多賀町の門前町と し て古く から 栄えている 多賀大社周辺地区や、米原市のＪ Ｒ 米原駅周辺地区をはじ

め、 田村駅、 河瀬駅、 稲枝駅、 およ び近江鉄道鳥居本駅東地区についても 、 地域の中心と なる 一般商業地と し

て配置する 。  

なお、米原市の坂田駅東側周辺およ び長浜市の田村駅東側周辺については、住宅地開発と あわせて商業地区

を配置する 。  
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③工業地 

本都市計画区域は、 広域交通網の結節点と いう 優れた工業立地環境にあり 、 今後と も 環境保全に配慮し つ

つ、 まちの活力を育む工業地の配置に努める 。  

 

ａ ） 既存工業地 

彦根市の大堀、 高宮、 野田山、 清崎、 鳥居本、 長浜市の国友、 西上坂、 田村およ び多賀町の中川原、 敏満

寺、 多賀、 四手、 大岡等の既存工業地や地場産業が集積する 区域は、 交通施設・ 情報施設等の産業環境整備や

滋賀大学、 滋賀県立大学、 長浜バイ オ大学、 聖泉大学等と 産官が連携する 体制の構築等に努め、 原則と し て今

後も 工業地と し て維持する と と も に、 環境対策などを充実さ せる こ と によ り 、 快適で安全な工業地の形成を図

る 。  

住工混在地区については、 工業機能の向上を図る と と も に、 地域の実情に応じ て周辺環境への配慮と 工場従

事者の住宅確保も 含めた居住環境の保全を図る 。  

 

ｂ ） 新規に開発すべき 工業地 

本都市計画区域は、 広域交通や開発可能な用地など工業立地に適し た条件下にあり 、 今後も 就業機会の拡大

等につながる 工業の発展が期待さ れている 。 こ のため、 新規に開発すべき 工業地は、 既存の工業地域や市街化

区域内の工業系空閑地と の調整を図り つつ、 環境への負荷を極力抑える こ と にも 配慮し 、 計画的に配置する 。  

 

 

 

 

 

 

④流通業務地 

本都市計画区域は、 京阪神圏、 中京圏およ び北陸圏の三経済圏の接点に位置し 、 主要な内陸交通体系上の要

衝にあり 、 一般国道８ 号や一般国道 306 号などの幹線道路沿いには、 ト ラ ッ ク 輸送を中心と し た流通業務が集

積し ている こ と から 、 今後も こ のよ う な幹線道路沿いは流通業務地と し て計画的に配置する 。  

今後も 物資の中継基地と し て、 増大する ト ラ ッ ク 輸送に対応し た流通業務機能を強化する ために、 Ｊ Ｒ 米原

駅に貨物タ ーミ ナルおよ びアク セス 道路の整備を図る 。  

 

⑤住宅地 

今後の世帯数の増加や生活様式の多様化に対応し た、 安全で質の高い適正規模の住宅地を市街化区域等に配

置する 。  

 

③工業地 

本都市計画区域は、 広域交通網の結節点と いう 優れた工業立地環境にあり 、 今後と も 環境保全に配慮し つ

つ、 ま ちの活力を育む工業地の配置に努める 。  

 

ａ ） 既存工業地 

彦根市の大堀、 高宮、 野田山、 清崎、 鳥居本、 長浜市の国友、 西上坂、 田村およ び多賀町の中川原、 敏満寺、

多賀、 四手、 大岡等の既存工業地や地場産業が集積する 区域は、 交通施設・ 情報施設等の産業環境整備や滋賀

大学、 滋賀県立大学、 長浜バイ オ大学、 聖泉大学等と 産官が連携する 体制の構築等に努め、 原則と し て今後も

工業地と し て維持する と と も に、 環境対策などを充実さ せるこ と によ り 、 快適で安全な工業地の形成を図る 。 

住工混在地区については、工業機能の向上を図る と と も に、地域の実情に応じ て周辺環境への配慮と 工場従

事者の住宅確保も 含めた居住環境の保全を図る 。  

 

 

ｂ ） 新規に開発すべき 工業地 

本都市計画区域は、広域交通や開発可能な用地など工業立地に適し た条件下にあり 、今後も 就業機会の拡大

等につながる 工業の発展が期待さ れている 。 こ のため、 広域交通アク セスに優れる イ ンタ ーチェ ンジ（ スマー

ト イ ンタ ーチェ ンジ含む） 周辺およ び彦根市の稲枝駅西、 甲田周辺等の主要路線沿い、 既存の工場集積地など

既存ス ト ッ ク の活用が可能なエリ アにおいては、 既存の工業地域や市街化区域内の工業系空閑地と の調整を

図り つつ、環境への負荷を極力抑える こ と にも 配慮し 、必要に応じ 新たな工業用地や物流拠点などを計画的に

配置する 。  

 

 

④流通業務地 

本都市計画区域は、 京阪神圏、 中京圏およ び北陸圏の三経済圏の接点に位置し 、 主要な内陸交通体系上の要

衝にあり 、一般国道８ 号や一般国道 306 号などの幹線道路沿いには、ト ラ ッ ク 輸送を中心と し た流通業務が集

積し ている こ と から 、 今後も こ のよ う な幹線道路沿いは流通業務地と し て計画的に配置する 。  

今後も 物資の中継基地と し て、増大する ト ラ ッ ク 輸送に対応し た流通業務機能を強化する ため、アク セス 道

路の整備を図る 。  

 

⑤住宅地 

今後の世帯数の増加や生活様式の多様化に対応し た、安全で質の高い適正規模の住宅地を市街化区域等に配

置する 。  
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ａ ） 既成市街地内の住宅地 

彦根市およ び長浜市をはじ めと する 各既成市街地内の住宅地については、 歴史・ 文化資源を活用し た良好な

住環境の維持・ 改善、 買い物等の日常生活の利便性への配慮、 空き 家の有効活用に努めつつ、 公共施設を計画

的に整備・ 改善を進め、 地区計画等の活用を検討し ながら 、 暮ら し やすさ が実感でき る 快適な住宅地の形成を

図る 。  

 

ｂ ） 新規に開発すべき 住宅地 

本都市計画区域では、 人口が減少傾向にある も のの世帯数の増加に伴う 宅地需要の増加が今後も 引き 続き 見

込ま れる 。  

長浜市の室地区、 米原市の米原駅東部地区など新規に開発すべき 住宅地や土地区画整理事業中の彦根市の彦

根駅東地区は、 既存住宅地と 市街地内の住居系空閑地の活用を図り つつ、 こ のよ う な宅地需要に応える ため、

環境への負荷を極力抑える こ と にも 配慮し 、 地区計画制度を活用する などし て、 よ り 良好な生活環境の創出に

努める 。  

 

 

( 2)  市街地における 建築物の密度構成に関する 方針 

①業務地およ び商業地 

彦根市の土地区画整理事業によ る 良好な基盤整備済みのＪ Ｒ 彦根駅駅前地区や施工中の彦根駅東地区、 南彦

根駅周辺地区については、 都市機能の集積に努める と と も に、 土地の合理的かつ健全な高度利用を図る ため、

高密度な土地利用を図る 。  

ま た、 長浜市のＪ Ｒ 長浜駅駅前地区についても 、 公共施設整備と 高次都市機能の集積、 土地の合理的かつ健

全な高度利用を図る ため、 再開発を進め、 質の高い整備を図る 。  

その他の業務地およ び商業地については、 低中密度の土地利用を図る 。  

 

②工業地 

彦根市の鳥居本、 長浜市の口分田等については、 住宅等と 共存する ための環境整備等に努め、 軽工業系の低

密度土地利用を図る 。  

彦根市の大堀、 高宮、 野田山、 清崎、 長浜市の西上坂およ び多賀町の中川原、 敏満寺、 多賀、 四手、 大岡等

については、 緑地帯の維持管理など良好な環境の確保に努め、 工業専用の低中密度土地利用を図る 。  

 

③住宅地 

彦根市の芹川から 犬上川にかかる 地域、 長浜市の相撲町については、 各地域の特性に応じ たゆと り ある 良好

な居住環境の確保に努め、 低層住宅を主体と する 低密度の土地利用や良好な居住環境の保全を図る 。  

彦根市の中心市街地では景観に配慮し た低層住宅を促進し ている こ と から 低中密度の土地利用を図る 。 ま

た、 長浜市の中心市街地等では、 中高層集合住宅を主体と する 高密度の土地利用を図る 。  

その他の住宅地については、 中規模な集合住宅等の立地する 中密度の土地利用を図る 。  

 

ａ ） 既成市街地内の住宅地 

彦根市およ び長浜市をはじ めと する 各既成市街地内の住宅地については、歴史・ 文化資源を活用し た良好な

住環境の維持・ 改善、 買い物等の日常生活の利便性への配慮、 空き 家の有効活用に努めつつ、 公共施設を計画

的に整備・ 改善を進め、 地区計画等の活用を検討し ながら 、 暮ら し やすさ が実感でき る 快適な住宅地の形成を

図る 。  

 

ｂ ） 新規に開発すべき 住宅地 

本都市計画区域では、 人口が減少傾向にある も のの世帯数の増加に伴う 宅地需要の増加が今後も 引き 続き

見込まれる 。  

長浜市の田村駅東地区、 米原市の米原駅周辺における 入江丸葭地区や米原駅東部地区など 新規に開発すべ

き 住宅地は、 既存住宅地と 市街地内の住居系空閑地の活用を図り つつ、 こ のよ う な宅地需要に応える ため、 環

境への負荷を極力抑える こ と にも 配慮し 、地区計画制度を活用する などし て、よ り 良好な生活環境の創出に努

める 。  

 

 

( 2)   市街地における 建築物の密度構成に関する 方針 

①業務地およ び商業地 

彦根市の土地区画整理事業によ る 良好な基盤整備済みのＪ Ｒ 彦根駅駅前地区や彦根駅東地区、 南彦根駅周

辺地区については、 都市機能の集積に努める と と も に、 土地の合理的かつ健全な高度利用を図る ため、 高密度

な土地利用を図る 。  

また、 長浜市のＪ Ｒ 長浜駅駅前地区についても 、 公共施設整備と 高次都市機能の集積、 土地の合理的かつ健

全な高度利用を図るため、 再開発を進め、 質の高い整備を図る 。  

その他の業務地およ び商業地については、 低中密度の土地利用を図る 。  

 

②工業地 

彦根市の鳥居本、 長浜市の口分田等については、 住宅等と 共存する ための環境整備等に努め、 軽工業系の低

密度土地利用を図る。  

彦根市の大堀、 高宮、 野田山、 清崎、 長浜市の西上坂およ び多賀町の中川原、 敏満寺、 多賀、 四手、 大岡等

については、 緑地帯の維持管理など良好な環境の確保に努め、 工業専用の低中密度土地利用を図る。  

 

③住宅地 

彦根市の芹川から 犬上川にかかる 地域、長浜市の相撲町については、各地域の特性に応じ たゆと り ある 良好

な居住環境の確保に努め、 低層住宅を主体と する 低密度の土地利用や良好な居住環境の保全を図る。  

彦根市の中心市街地では景観に配慮し た低層住宅を促進し ている こ と から 低中密度の土地利用を 図る 。 ま

た、 長浜市の中心市街地等では、 中高層集合住宅を主体と する 高密度の土地利用を図る 。  

その他の住宅地については、 中規模な集合住宅等の立地する 中密度の土地利用を図る 。  
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旧 新 

( 3)  市街地において特に配慮すべき 問題等を有する 市街地の土地利用の方針 

①都市の防災性向上に関する 方針 

業務地およ び商業地である 彦根市の銀座町周辺地区およ び長浜市のＪ Ｒ 長浜駅駅前地区については、 多く の

人が集ま る ため、 防火地域等の指定によ る 建築物の不燃化や街区の整備等によ り 、 都市の防災性向上に努め

る 。  

 

②用途転換、 用途純化または用途の複合化に関する 方針 

現在土地区画整理事業が進んでいる Ｊ Ｒ 彦根駅東地区については、 事業の進捗を踏まえつつ、 環境や日常生

活への影響に配慮し た上で工業系から 商業・ 住宅系への用途転換を図る 。  

彦根市およ び長浜市の中心商業地で、 空き 店舗を持つ商店街等においては、 既存店舗等の利活用に努め、 居

住機能に配慮し た店舗併用住宅や公益施設など、 商業・ サービス 機能と 相乗効果が期待でき る 多様な機能の導

入に努め、 用途の複合化を検討する 。  

ま た、 工場跡地等の未利用地については、 地域の現状や将来像、 周辺環境等に配慮し た上で、 その利活用を

図る 。 その他の地区では、 環境や日常生活への影響に配慮し た上で、 用途の純化ある いは複合化を図る 。  

 

③居住環境の改善または維持に関する 方針 

彦根市や長浜市の既成市街地は、居住環境上や防災上の課題があり 、地域特性を考慮し た柔軟な整備方策に

よ り 改善を図る 。  

また、土地区画整理事業や一団地開発等によ り 計画的に整備さ れた住宅地では、地区計画等の積極的な活用

によ り 、 居住環境の維持・ 増進を図る 。  

 

④臨港地区に関する 方針 

彦根港臨港地区、 長浜港臨港地区については適正な港湾管理に努める ためその位置づけを継続する 。  

 

⑤市街地における 緑地と 都市の風致の維持に関する 方針 

琵琶湖と 一体になった彦根長浜湖岸地区をはじ め、 歴史文化資源と 一体になった彦根城地区、 水辺と 一体に

なった芹川地区、 市街地内に位置する 雨壺山地区およ び大堀山地区、 市街地周辺部に位置する 鳥居本地区、 彦

根東部地区、 荒神山地区、 佐和山地区、 古城山地区、 横山地区、 神田山地区、 田村山地区、 赤坂地区、 青龍山

地区、 米原地区およ び磯山地区は、 良好な自然的環境を残し ており 、 地域ら し さ が感じ ら れる 空間と なってい

る こ と から 、 その保全・ 活用を図る 。  

市街地内を流れる 姉川、 芹川、 犬上川等の河川沿いの緑地や公園、 大学内の緑化ス ペース 、 ある いは社寺境

内林等は、 都市に潤いを与え、 住民の憩いの場と し ても 貴重な空間である こ と から 、 その保全・ 活用を図る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

( 3)   市街地において特に配慮すべき 問題等を有する 市街地の土地利用の方針 

①都市の防災性向上に関する 方針 

業務地およ び商業地である 彦根市の銀座町周辺地区およ び長浜市のＪ Ｒ 長浜駅駅前地区については、多く の

人が集まる ため、 防火地域等の指定によ る 建築物の不燃化や街区の整備等によ り 、 都市の防災性向上に努め

る 。  

 

②用途転換、 用途純化ま たは用途の複合化に関する 方針 

彦根市およ び長浜市の中心商業地で、 空き 店舗を持つ商店街等においては、 既存店舗等の利活用に努め、 居

住機能に配慮し た店舗併用住宅や公益施設など、商業・ サービ ス機能と 相乗効果が期待でき る 多様な機能の導

入に努め、 用途の複合化を検討する 。  

また、 工場跡地等の未利用地については、 地域の現状や将来像、 周辺環境等に配慮し た上で、 その利活用を

図る 。 その他の地区では、 環境や日常生活への影響に配慮し た上で、 用途の純化ある いは複合化を図る 。  

 

 

 

③居住環境の改善または維持に関する 方針 

彦根市や長浜市の既成市街地は、居住環境上や防災上の課題があり 、地域特性を考慮し た柔軟な整備方策に

よ り 改善を図る 。  

また、土地区画整理事業や一団地開発等によ り 計画的に整備さ れた住宅地では、地区計画等の積極的な活用

によ り 、 居住環境の維持・ 増進を図る 。  

 

④臨港地区に関する 方針 

彦根港臨港地区、 長浜港臨港地区については適正な港湾管理に努める ためその位置づけを継続する 。  

 

⑤市街地における 緑地と 都市の風致の維持に関する 方針 

琵琶湖と 一体になった彦根長浜湖岸地区をはじ め、歴史文化資源と 一体になった彦根城地区、水辺と 一体に

なった芹川地区、 市街地内に位置する 雨壺山地区およ び大堀山地区、 市街地周辺部に位置する 鳥居本地区、 彦
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る こ と から 、 その保全・ 活用を図る 。  

市街地内を流れる 姉川、 芹川、 犬上川等の河川沿いの緑地や公園、 大学内の緑化ス ペース 、 ある いは社寺境

内林等は、 都市に潤いを与え、 住民の憩いの場と し ても 貴重な空間である こ と から 、 その保全・ 活用を図る 。 
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旧 新 

( 4)  市街化調整区域の土地利用の方針 

①秩序ある 都市的土地利用の実現に関する 方針 

市街化調整区域は、 市街化を 抑制する 区域である が、 既存の農村集落や市街化区域に近接、 隣接する 区域、

一般国道８ 号沿道などの、 既にある 程度建築物の立地が進んでいる 地域において、 生活環境の維持・ 改善等の

必要性を勘案し て、 合理的かつ秩序ある 土地利用が図ら れる よ う 地区計画制度等によ り 適切な規制・ 誘導を行

う 。  

ま た、 容積率、 建ぺい率については良好な環境の保全や地域の実情に配慮し たも のと する 。  

 

②優良な農地と の健全な調和に関する 方針 

本都市計画区域では、 平坦地部に集団的優良農地等が大規模に連担し 、 その大部分が農業振興地域の農用地

区域に定めら れており 、 積極的な農業投資によ り 農業基盤整備事業がおおむね完了し ている 。 こ のよ う な集団

的優良農地等は、 今後と も 生産性の高い農業を営む農用地と し て積極的に保全・ 活用を図る 。  

 

 

③災害防止の観点から必要な市街化の抑制に関する方針 

土砂流出防備等のための保安林と し て指定さ れている 区域や地すべり 防止区域等の指定区域については、 原

則と し て開発を抑制し 、 保全に努める 。  

ま た、 浸水等の水害によ る 被害が想定さ れる 区域についても 、 「 滋賀県流域治水の推進に関する 条例（ 平成 

25 年度） 」 第 24 条に基づき 、 判断する 。  

さ ら に、 土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する 法律（ 平成 12 年法律第 57 号） に

基づき 、 土砂災害特別警戒区域に指定さ れた区域についても 市街化を抑制する 。  

 

 

④自然環境形成の観点から必要な保全に関する方針 

本都市計画区域には、 琵琶湖国定公園である 琵琶湖の水面や湖岸、 ま た東部の山地、 横山丘陵、 佐和山、 荒

神山、 曽根沼等の景観面等で重要な自然環境が存在し ており 、 本区域に潤いを与える など地域資源と なってい

る 。 また、 琵琶湖の流域である こ と から 、 山地部は災害防止や水源かん養、 自然環境に配慮し て保全整備に努

め、 湖辺部については水域と 陸域と の連続性に配慮し て保全に努める 。  

 

 

( 5)  都市景観の推進に関する 方針 

景観法（ 平成 16 年 6 月 18 日法律第 100 号） の趣旨に則り 、 景観行政団体は良好な景観形成の促進に関

し 、 地域の自然的・ 社会的諸条件に応じ た対策を策定し 及び実施する など、 良好な景観の保全と 形成に努める

も のと する 。  

 

( 4)   市街化調整区域の土地利用の方針 

①秩序ある 都市的土地利用の実現に関する 方針 

市街化調整区域は、 市街化を抑制する 区域である が、 既存の農村集落や市街化区域に近接、 隣接する 区域、

一般国道８ 号沿道など の、 既にある 程度建築物の立地が進んでいる 地域において、 生活環境の維持・ 改善等の

必要性を勘案し て、合理的かつ秩序ある 土地利用が図ら れる よ う 地区計画制度等によ り 適切な規制・ 誘導を行

う 。  

また、 容積率、 建蔽率については良好な環境の保全や地域の実情に配慮し たも のと する 。  

 

②優良な農地と の健全な調和に関する 方針 

本都市計画区域では、平坦地部に集団的優良農地等が大規模に連担し 、その大部分が農業振興地域の農用地

区域に定めら れており 、積極的な農業投資によ り 農業基盤整備事業がおおむね完了し ている 。こ のよ う な集団

的優良農地等は、他の産業へ配慮し つつ今後と も 生産性の高い農業を営む農用地と し て積極的に保全・ 活用を

図る 。  

 

③災害防止の観点から 必要な市街化の抑制に関する 方針 

土砂流出防備等のための保安林と し て指定さ れている 区域や地すべり 防止区域等の指定区域については、原

則と し て開発を抑制し 、 保全に努める 。  

また、 浸水等の水害によ る 被害が想定さ れる 区域についても 、「 滋賀県流域治水の推進に関する 条例（ 平成

25 年度）」 第 24 条に基づき 、 判断する 。  

さ ら に、 土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する 法律（ 平成 12 年法律第 57 号） に基

づき 、 土砂災害特別警戒区域に指定さ れた区域についても 市街化を抑制する 。  

 

④自然環境形成の観点から 必要な保全に関する 方針 

本都市計画区域には、 琵琶湖国定公園である 琵琶湖の水面や湖岸、 ま た東部の山地、 横山丘陵、 佐和山、 荒

神山、曽根沼等の景観面等で重要な自然環境が存在し ており 、本区域に潤いを与える など地域資源と なってい

る 。 また、 琵琶湖の流域である こ と から 、 山地部は災害防止や水源かん養、 自然環境に配慮し て保全整備に努

め、 湖辺部については水域と 陸域と の連続性に配慮し て保全に努める 。  

 

( 5)   都市景観の推進に関する 方針 

景観法（ 平成 16 年 6 月 18 日法律第 100 号） の趣旨に則り 、 景観行政団体は良好な景観形成の促進に関し 、

地域の自然的・ 社会的諸条件に応じ た対策を策定し 及び実施する など、良好な景観の保全と 形成に努めるも の

と する 。  
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